
Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
番号

九州シンクロトロン光研究センター施設管理事業
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

交付金事業の名称措置名

佐賀県交付金事業者名又は間接交付金事業者名

1

交付金事業実施場所 佐賀県鳥栖市弥生が丘　佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター

交付金事業の概要

　佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター（以下、「センター」という。）は、シン
クロトロン光の産業分野での利活用を主たる目的として、地方自治体としては初めて建設
された施設です。国内外の大学・企業・試験研究機関などによるシンクロトロン光を活用
した研究開発を支援し、また、これらの共同研究など、産学官の連携を促進することで、
新規産業の創出や地域産業の振興を目指しており、安全かつ円滑な管理運営に努めていま
す。
　公益財団法人佐賀県地域産業支援センターへ指定管理委託しているセンターの施設管理
事業に交付金を充当します。

【事業量】
　公益財団法人佐賀県地域産業支援センターへ指定管理委託している佐賀県立九州シンク
ロトロン光研究センターの施設管理事業（人件費11名、光熱水費（電気料を除く）、施設
保守管理点検等12ヶ月分）



令和2年度事業終了（予定）年度平成22年度

佐賀県総合計画2019
　第３章－１　分野ごとの施策
　　ものづくり産業の振興
　【取組方針】
　　ものづくり産業の持続的成長のため、企業間連携や産学官連携、研究
  機関の利活用促進などを通じたイノベーションによるオンリーワンの高
  付加価値の新技術・新製品の開発や、県内企業が有する独自技術・製品
  の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に取り組みます。

事業開始年度

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

令和2年度
県有ビーム
ライン利用
時間数

3,850

評価年度 令和3年度

成果実績

目標値

活動指標
日
日
％ 100.0% 100.0% 98.1%

ユーザー利用可能日数
160 160 157
160

成果目標 成果指標

令和元年度平成30年度

佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター経営計画書の終期まで事業期間の設定理由

達成度

時間

時間

％

160 160
達成度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

平成29年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
令和2年度の実績が集計可能となる次年度の令和3年度に評価を実施。

－

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

県有ビーム
ライン利用
時間の増



交付金事業の担当課室
交付金事業の評価課室

佐賀県産業労働部ものづくり産業課
佐賀県産業労働部ものづくり産業課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

同センターの維持管理運営 随意契約（指定管理制度）
公益財団法人佐賀県地域産
業支援センター

158,038,060

143,700,000

143,700,000

143,602,000

143,602,000

143,700,000

143,700,000

200,216,299 206,327,963 158,038,060

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

総事業費
交付金充当額
うち文部科学省分
うち経済産業省分



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業実施場所 佐賀県内一円

交付金事業の概要

 公益財団法人佐賀県地域産業支援センターでは、「さがフード&コスメラボ」を設置し、
機能性・健康食品及び化粧品分野における県内企業の研究開発の支援、産学官共同研究等
に向けたコーディネート活動及び専属の研究員による県内農林水産物の機能性についての
研究活動などにより県内の産業振興、新産業創出を目指す、さが機能性・健康食品開発拠
点事業を実施しています。
　県内において、付加価値の高い新産業（機能性食品及び化粧品分野）の創出、集積を図
るため、公益財団法人佐賀県地域産業支援センターが行う、さが機能性・健康食品開発拠
点事業の人件費・運営費等への補助事業に対し、交付金を充当します。

【事業量】ラボ長１名、コーディネータ２名及び研究員３名の人件費、
　　　　　セミナー開催費その他運営費等（平成31年４月～令和2年２月）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

佐賀県総合計画2019（令和元年度～令和４年度）
　第３章－１　分野ごとの施策
  　ものづくり産業の振興
   【取組方針】
     　ものづくり産業の持続的成長のため、企業間連携や産学官連携、研究
     機関の利活用促進などを通じたイノベーションによるオンリーワンの高
     付加価値の新技術・新製品の開発や、県内企業が有する独自技術・製品
     の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に取り組みます。

番号

2

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化措置 さが機能性・健康食品開発拠点事業補助事業



交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
令和4年度の実績が集計可能となる次年度の令和5年度に評価を実施。

－

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

高付加価値
の新技術・
新製品の開
発の促進

平成23年度 事業終了（予定）年度 令和4年度事業開始年度

成果目標 成果指標
佐賀県総合計画2019の終期による事業期間の設定理由

達成度

件

件

％

新技術・新
製品開発支
援による事
業化件数
（～令和4年
度）

20

評価年度 令和5年度

成果実績

目標値



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成30年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

年度令和元年度

3

平成30年度 令和元年度 年度 備　考

達成度

活動指標
件
件
％

23,396,851 28,695,110

133.3% 266.7%

さが機能性・健康食品開発拠
点事業における支援件数

4 8
3

23,000,000

0

23,000,000

28,040,135

0

28,040,135

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

事業運営費 補助
公益財団法人佐賀県

地域産業支援センター
28,695,110



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
番号

3

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化措置 さが「きらめく」ものづくり産業創生応援事業

交付金事業実施場所 佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝（公益財団法人佐賀県地域産業支援センター）

交付金事業の概要

　県内において製造業に携わる事業者の「稼ぐ」力を強化し、将来的に安定した事業経営
及び技術開発力の強靭化を促すため、公益財団法人佐賀県地域産業支援センターが行う新
技術開発や新製品開発に対する支援事業に補助金を交付します。
【事業量】
　補助事業者（予定）…公益財団法人佐賀県地域産業支援センター
　内容…県内に在する製造業者が取組む、「自社技術の高度化」や「新
　　　　技術の創出」を図るために実施する研究開発及び「自社技術を
　　　　活用した新製品の開発」を図るために実施する製品開発に係る
　　　　経費の補助
　間接補助率…２／３以内
　間接補助上限額…5,000千円
　採択予定件数…新技術創出補助３件、新製品開発補助５件
　補助対象経費…消耗品費等研究開発、製品開発に要する経費



交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

佐賀県総合計画2019（令和元年度～令和4年度）
第３章－１　分野ごとの施策
ものづくり産業の振興
【取組方針】
○ものづくり産業の持続的成のため、企業間連携や産学官連携、研究機関の利活促進など
を通じたイノベーションによるオンリーワンの高付加価値の新技術・新製品の開発や、県
内企業が有する独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に取り組み
ます。

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和4年度事業開始年度

佐賀県総合計画2019の終期による事業期間の設定理由



・新技術創
出補助

事業終了後
５年以内
に、事業成
果を活用し
た製品開発
や技術開発
につなげた
取組件数の
総採択件数
に対する比
率

50

％

％達成度

％

評価年度 令和7年度

成果実績

目標値

交付金事業の成果目標
及び成果実績

県内ものづ
くり企業が
実施する
「稼ぐ」た
めの新技術
創出や新製
品開発を支
援し、地域
産業の活性
化を図る。

単位成果目標 成果指標



成果目標

県内ものづ
くり企業が
実施する
「稼ぐ」た
めの新技術
創出や新製
品開発を支
援し、地域
産業の活性
化を図る。

％ 60目標値

交付金事業の成果目標
及び成果実績

・新製品開
発補助

事業終了後
３年以内
に、１採択
あたり１件
以上の製品
化を達した
取組件数の
総採択件数
に対する比
率

達成度 ％

成果実績 ％

成果指標 単位 評価年度 令和5年度



令和元年度

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

達成度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

交付金事業の活動指標
及び活動実績

件

5
令和元年度単位

活動実績
活動見込

評価年度の設定理由

　新技術創出補助は、本事業成果を次の事業（継続的な技術開発や新製品開発等）につな
げることを目的としており、その活動状況を成果実績とします。
　新製品開発は、スムーズな製品開発の支援を目的としているため、新製品の上市の状況
を成果実績とします。

-

無
年度

達成度 ％

活動指標
活動実績

年度 年度

活動指標
件
件
％

新技術創出補助を活用す
る企業数

5

年度

新製品開発補助を活用す
る企業数

5
活動見込

単位
100.0%

100.0%
件 5



総事業費

年度

交付金事業の担当課室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

事業運営費 補助金
公益財団法人佐賀県

地域産業支援センター
21,792,067

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

21,779,000
0

21,779,000

備　考

うち文部科学省分
交付金充当額

交付金事業の評価課室

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

令和元年度 年度

21,792,067

うち経済産業省分



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

九州シンクロトロン光研究センター施設設備整備事業

番号

4

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県
交付金事業実施場所 佐賀県鳥栖市弥生が丘　佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター

交付金事業の概要

　近年のシンクロトロン光の産業利用の進展に伴い、その実験研究の内容が多様化してお
り、今後も多様なニーズが寄せられることが想定されます。このような中、九州シンクロ
トロン光研究センター施設の目的を実現するためには、高度化、調整、改良等、常にR&Dを
継続し、多様化するユーザーニーズに対応していく必要があるため、装置等の必要性、コ
スト、成果創出の可能性等を総合的に勘案し、必要に応じて装置の高度化等を図ります。
【事業量】
　イメージングプレート（IP）リーダー　一式
　高感度・高速X線画像検出器　一式
　小角・広角同時測定ノーズ　一式
　カレントアンプ　３台
  VFコンバータ式　３台
  X線小角散乱用試料加熱ステージ　一式



令和2年度
目標県有
ビームライ
ン利用時間
数

3,850

評価年度 令和3年度

成果実績

目標値

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

佐賀県総合計画２０１９
　第３章－１　分野ごとの施策
　　ものづくり産業の振興
　【取組方針】
　　ものづくり産業の持続的成長のため、企業間連携や産学官連携、
　研究機関の利活用促進などを通じたイノベーションによるオンリ
　ーワンの高付加価値の新技術・新製品の開発や、県内企業が有す
　る独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援
　に取り組みます。

県有ビーム
ライン利用
時間の増

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標
導入機器の設置完了まで事業期間の設定理由

達成度

時間

時間

％

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
令和2年度の実績が集計可能となる次年度の令和3年度に評価を実施

-

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等



33,858,560

33,858,560

30,293,773

30,293,773

6,771,600

6,771,600

30,874,532 6,771,600 34,039,500

100.0% 100.0% 100.0%

機器の導入

6 1 10

6 1 10

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

達成度

交付金事業の総事業費
等

令和元年度平成30年度活動指標

件

件

％

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成29年度単位

活動実績

活動見込



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

イメージングプレート
（IP）リーダー

一般競争入札 （有）佐賀新興 16,115,000

交付金事業の契約の概要

高感度・高速X線画像検出
器

一般競争入札 （有）佐賀新興 7,425,000

小角・広角同時測定ノーズ 一般競争入札
日本タングステン（株）九

州支社
2,626,800

カレントアンプ 一般競争入札 （有）佐賀新興 2,326,500

VFコンバータ 一般競争入札 （有）佐賀新興 2,686,200

X線小角散乱用試料加熱ス
テージ

一般競争入札 （有）佐賀新興 2,860,000



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化措置 九州シンクロトロン光研究センター産業利用コーディネート事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

佐賀県総合計画2019
　第３章－１　分野ごとの施策
　　ものづくり産業の振興
【取組方針】
○ものづくり産業の持続的成のため、企業間連携や産学官連携、研究機関の利活促進などを
通じたイノベーションによるオンリーワンの高付加価値の新技術・新製品の開発や、県内企
業が有する独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に取り組みます。

番号

5

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県
交付金事業実施場所 佐賀県鳥栖市弥生が丘　佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター

交付金事業の概要

　九州シンクロトロン光研究センター（以下、「センター」という。）は、産業利用を主た
る目的として、全国で初めて自治体が建設したシンクロトロン光施設であり、平成18年２月
に開所して以来、全国の産学官各方面から試験研究に利用されています。
　センターの設立の基本方針の一つである地域産業の高度化と新規産業の創出を図るため、
佐賀県内の企業等を訪問し、相談、利用、課題解決までの一連の支援を行う産業利用コー
ディネーターを配置します。

【事業量】
　産業利用コーディネーターの配置（２名×10か月）



件数

10,228,209

％

事業期間の設定理由

9,617,367

9,617,367

150

年度 年度 備　考

達成度

交付金事業の総事業費
等

年度年度

達成度

時間

時間

％

令和元年度

活動指標
件数 227

令和2年度
県有ビーム
ライン利用
時間数

3,850

評価年度 令和3年度

成果実績

目標値
県有ビーム
ライン利用
時間の増

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和2年度事業開始年度

成果目標 成果指標
佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター経営計画書の終期まで

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績 評価年度の設定理由

令和2年度の実績が集計可能となる次年度の令和3年度に評価を実施。

－

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

151.3%

コーディネーターの企業
等訪問件数（延べ件数）



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

契約の相手方 契約金額

コーディネーター２名の業
務委託

随意契約
公益財団法人佐賀県地域産
業支援センター

10,228,209

契約の目的 契約の方法

交付金事業の契約の概要



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化 産学官共同研究コーディネート事業補助事業

番号

6
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

佐賀県総合計画2019（令和元年度～令和4年度）
　第３章－１　分野ごとの施策
  　ものづくり産業の振興
【取組方針】
○ものづくり産業の持続的成のため、企業間連携や産学官連携、研究機関の利活促進など
を通じたイノベーションによるオンリーワンの高付加価値の新技術・新製品の開発や、県
内企業が有する独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に取り組み
ます。

交付金事業実施場所 佐賀県一円

交付金事業の概要

　県は、公益財団法人佐賀県地域産業支援センターが行う産学官共同研究コーディネート
事業に対して補助金を交付し、専任の科学技術コーディネータ１名による県内企業のニー
ズと大学・公的研究機関の研究シーズのマッチングや、県内外の補助金・競争的研究費の
獲得支援や相談対応を行います。本事業によって、県内中小企業の新技術の開発及び新産
業の創出を目指します。

（事業量）
　補助事業者…公益財団法人佐賀県地域産業支援センター
　科学技術コーディネータ１名の配置にかかる人件費の補助



新技術・新
製品開発支
援による事
業化件数
（～令和4年
度）

20

評価年度 令和5年度

成果実績

目標値

活動指標

件

件

％ 140.7%

研究開発を行う企業等の
調査及び支援のための訪
問件数

76

54

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和4年度事業開始年度

成果目標 成果指標

年度年度

佐賀県総合計画2019の終期による事業期間の設定理由

達成度

件

件

％

達成度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和元年度単位

活動実績

活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
令和4年度の実績が集計可能となる次年度の令和5年度に評価を実施。

－

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

県内企業の
産学官連携
などを促進
する。



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

事業運営費 補助金
公益財団法人佐賀県地域産
業支援センター

3,927,733

3,660,000

3,660,000

3,927,733

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 年度 年度 備　考

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化 産学官連携技術革新支援事業補助事業

番号

7
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

佐賀県総合計画2019（令和元年度～令和4年度）
　第３章－１　分野ごとの施策
　　ものづくり産業の振興
【取組方針】
○ものづくり産業の持続的成のため、企業間連携や産学官連携、研究機関の利活促進など
を通じたイノベーションによるオンリーワンの高付加価値の新技術・新製品の開発や、県
内企業が有する独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に取り組み
ます。

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和4年度事業開始年度

佐賀県総合計画2019の終期による事業期間の設定理由

交付金事業実施場所 佐賀県一円

交付金事業の概要

　県は、公益財団法人佐賀県地域産業支援センターが行う知財ビジネスマッチング支援事
業に対して補助金を交付し、専任の特許流通コーディネータ１名による「開放特許」を有
する大企業と、その開放特許を使って技術革新、新事業創出を目指す県内中小企業との
マッチングを行ないます。本事業により、県内中小企業の製品開発等を加速させます。

（事業量）
  補助事業者…公益財団法人佐賀県地域産業支援センター
  特許流通コーディネータ１名の配置にかかる人件費等の補助
  知財ビジネスマッチングセミナーを開催する費用の補助



2,173,000

2,173,000

開放特許保
有者（大企
業、大学、
公設試等）
と県内企業
のマッチン
グ件数

32

評価年度 令和5年度

成果実績

目標値

活動指標
件
件
％

3,242,284

136.0%

企業等とのコンタクト
（訪問、電話、メール
等）件数

204
150

交付金事業の総事業費
等

成果目標 成果指標

年度年度

達成度

件

件

％

令和元年度 年度 年度 備　考

達成度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

令和4年度の実績が集計可能となる次年度の令和5年度に評価を実施。

－

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

県内企業の
企業間連携
や産学官連
携を促進す
る。



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

事業運営費 補助金
公益財団法人佐賀県地域産

業支援センター
3,242,284

交付金事業の契約の概要



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化措置 窯業技術センター施設設備整備事業

番号

8

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀県西松浦郡有田町黒牟田丙（佐賀県窯業技術センター）

交付金事業の概要

　窯業技術センターでは、約400年に及ぶ歴史を有する県内の陶磁器産業の振興を図るた
め、研究開発・地元企業の技術支援などに取り組んでいます。
　窯業技術センターにおいて、設備機器を整備することで、研究開発、試験・評価・分析
機能を充実し、県内中小企業への新技術の移転及び技術者の育成を促し、技術力や新製品
開発力を高め、もって地場産業の振興を図ります。
【事業量】
　耐火度測定炉　1式



交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
佐賀県総合計画２０１９
　第３章－１　分野ごとの施策
　　４　豊かさ好循環の産業　さが
　　（５）企業立地・商工業
　　③ものづくり産業の振興
　　【取組方針】
　　　〇佐賀県経済をけん引するものづくり産業の持続的な成長を図るため、
　　　ものづくり企業における生産性の向上や企業情報の発信等とともに、
　　　技能・技術の伝承や人材育成により人手不足を解消します。
　　　〇ものづくり産業の持続的成長のため、企業間連携や産学官連携、
　　　研究機関の利活用促進などを通じたイノベーションによるオンリー
　　　ワンの高付加価値の新技術・新製品の開発や、県内企業が有する
　　　独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に
　　　取り組みます。
　　　〇陶磁器や家具をはじめとする伝統的地場産品については、時代の
　　　トレンドを捉えた顧客に選ばれる商品を持続的に生み出していくため、
　　　公設試験研究機関等の活用促進や顧客視点に基づく新商品開発など
　　　への支援に取り組みます。
　　　〇窯業技術を継承していくため、次世代を担う技術者育成に取り組み
　　　ます。
　　⑤地域資源を活用した産業の振興
　　【取組方針】
　　　〇クリエイター等とのネットワークを活かし、地域資源の更なる磨き
　　　上げや食と器といった地域資源の掛け合わせによる新しい価値の創出
　　　などの高付加価値化への取組、またこれらを活用したビジネス化への
　　　取組を支援します。



100.0%

機器の導入

4 5 1

4

達成度 100.0%

活動指標

件

件

％

令和3年度の
各種機種の
利用件数
（開放機器
利用実績）

4,800

評価年度 令和4年度

成果実績

目標値

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標

令和元年度平成30年度

導入機器の設置完了まで事業期間の設定理由

達成度

件、
時間

件、
時間

％

5 1

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

平成29年度単位

活動実績

活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

令和3年度の成果が集計可能となる次年度の令和4年度に評価を実施。

－

交付金事業の定性的な成果及び評価等

単位

県内企業が
抱える技術
的な課題の
解決

100.0%



20,839,680

20,839,680

28,053,756

28,053,756

20,839,680 28,053,756 3,960,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県窯業技術センター

佐賀県窯業技術センター

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

耐火度測定炉の購入 随意契約（取扱一店） 戸田超耐火物（株） 3,960,000

3,960,000

3,960,000

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化 リーディング企業創出支援事業

番号

9
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

佐賀県総合計画2019（令和元年度～令和4年度）
　第３章－１　分野ごとの施策
 　ものづくり産業の振興
【取組方針】
○ものづくり産業の持続的成長のため、企業間連携や産学官連携、研究機関の利活促進な
どを通じたイノベーションによるオンリーワンの高付加価値の新技術・新製品の開発や、
県内企業が有する独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に取り組
みます。

交付金事業実施場所 佐賀県鳥栖市宿町　ほか

交付金事業の概要

　国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という。）と県内中小企業が
連携して取り組む研究開発テーマを募集し、県が選定した研究開発テーマについて、産総
研に研究開発を委託します。本事業において、産総研の先端的な技術シーズを活用した技
術革新や新分野進出を促進することにより、県内産業界をリードする企業を創出し、当県
産業界の活性化を図ります。

（事業量）
　産総研への研究開発に係る委託（研究開発テーマ２件）



20

評価年度 令和5年度

成果実績

目標値

県内企業の
技術革新や
新分野進出
の促進

活動指標
件
件
％ 100.0%

産総研と県内中小企業が
連携して取り組む研究開
発テーマの数

2
2

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和3年度事業開始年度

成果目標 成果指標

年度年度

本事業にて中長期を見据えた研究開発も実施できるように、同じ研究テーマでの応募を
大３回まで認めているため

事業期間の設定理由

達成度

件

件

％

達成度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
令和4年度の実績が集計可能となる次年度の令和5年度に評価を実施。

－

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

新技術・新
製品開発支
援による事
業化件数
（～令和4年
度）



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

佐賀県産業労働部ものづくり産業課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

県内中小企業との共同研究 委託
国立研究開発法人産業技術
総合研究所

15,633,540

14,400,000

14,400,000

15,633,540

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 年度 年度 備　考

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

SAGAサンライズパーク陸上競技場照明施設改修工事

事業開始年度

照明施設改修事業の完了まで

番号

10

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県
佐賀市日の出

交付金事業の概要
令和５年度に当県で開催を予定している国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に必
要な第１種公認陸上競技場の基準を満たすため、照明施設の改修を行います。
 【事業量】　　２kW型LED投光器×76台　４塔

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

佐賀県総合計画2019
第３章－１　分野ごとの施策
 トップアスリートの育成と地域が元気になるスポーツの推進
 【課題・対応】
 　  佐賀国スポ・全障スポを契機として、県民の夢や感動を生み出すスポーツの一大拠点
の形成を図るとともに、スポーツ・文化など様々な活動を通じて、地域の活力を生み出
し、新たな佐賀県の未来を切り拓く「さが躍動」の象徴的なエリアとなるようＳＡＧＡサ
ンライズパークの整備を着実に進める必要があります。
 【取組方針】
　　佐賀国スポ・全障スポのメイン会場となるＳＡＧＡサンライズパークの整備を着実に
進めます。

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度

交付金事業実施場所



ルクス

％

353,910,000

353,910,000

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

成果目標

夜間照明設
備の照度

平均照度1000　ﾌｨﾆｯｼｭﾗｲﾝ1,500

平均照度1000　ﾌｨﾆｯｼｭﾗｲﾝ1,500

100.0%

評価年度 令和２年度

成果実績

目標値

成果指標

達成度

ルクス

年度 年度 備　考

達成度 ％

512,703,400

100.0%

２kW型LED投光器76台４
塔の照明施設改修

76台４塔
76台４塔

交付金事業の総事業費
等

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
令和元年度の実績が集計可能となる次年度の令和２年度に評価を実施。

－

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

照度基準の
達成

活動指標
台・塔

台・塔

令和元年度



照明施設改修工事
（A工区）

一般競争入札
（総合評価方式）

佐電工・宮園電工
特定建設工事共同企業体

265,461,900

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県地域交流部SAGAサンライズパーク整備推進課

佐賀県地域交流部SAGAサンライズパーク整備推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

照明施設改修工事
（B工区）

一般競争入札
（総合評価方式）

東島電気・正宝電気
建設工事共同企業体

247,241,500

交付金事業の契約の概要



　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

11 給付金交付助成措置 電源立地地域対策交付金事業（原子力立地給付金交付事業）

【玄海町】
交付金事業に関する主要政策･施策：第五次玄海町総合計画(平成28年度～平成37年度）
　基本目標１　環境分野　自然と共生するまち
　　基本施策１－１　自然環境の保全
　　　項目１　環境対策の推進
　　　　　脱炭素社会の実現に向けて、省エネルギーと温室効果ガス削減を推進し、
　　　　地球温暖化対策に取り組みます。

事業開始年度 令和元年度 事業終了年度 令和元年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 玄海町、唐津市（旧唐津市、旧肥前町、旧鎮西町、旧呼子町）　一円

交付金事業の概要
原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するため、小売電気事業者等から電気の供
給を受けている一般家庭、工場等に対する給付金を交付します。

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【唐津市】
唐津市（旧唐津市、旧肥前町、旧鎮西町、旧呼子町）の電灯需要家、電力需要家に原子力立地給付金を交付
し、電気料金の実質的な割引を行うことにより、地域住民及び企業が活動しやすい環境となり、地域振興に資
するよう図ります。

事業期間の設定理由 毎年度、当該市町村が給付金事業の実施を判断しているため



交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和２年度

評価年度の設定理由
毎年度のPCDAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

【唐津市】
唐津市（旧唐津市、旧肥前町、旧鎮西町、旧呼子町）において電灯需要家565,884口、電力需要家1,527,611kW
（7,389件）に対し原子力立地給付金を交付し、地域振興に資することとなりました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

成果実績
目標値
達成度

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和元年度 年度

活動実績 口

年度

活動実績 kw 1,527,611.0
活動見込 kw 1,683,464.0

【玄海町】
玄海町の電灯需要家35,196口、電力需要家171,420.0kW（1,248件）に対し原子力立地給付金を交付し、地域振
興に資することとなりました。

90.7%

達成度 98.7%【唐津市】
　給付金の交付件数

565,884
活動見込 口 573,620

達成度

kw 171,420.0
活動見込 kw 186,316.0

達成度 98.7%【玄海町】
　給付金の交付件数

活動実績 口 35,196
活動見込 口 35,664

達成度 92.0%

活動実績



交付金事業の総事業費等 令和元年度 年度 年度 備　考

総事業費 568,714,908

568,714,908

うち文部科学省分 0

交付金事業の担当課室 佐賀県産業労働部ものづくり産業課

交付金事業の評価課室 佐賀県産業労働部ものづくり産業課、玄海町企画商工課、唐津市未来創生部国際交流・地域づくり課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

給付金の交付事業 随意契約（公募） 一般財団法人　電源地域振興センター 568,714,908

うち経済産業省分 568,714,908

交付金事業の契約の概要

交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
番号

12

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県
交付金事業実施場所 佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝（工業技術センター）

交付金事業の概要

　佐賀県工業技術センター（以下、「工業技術センター」という。）では、元素分析や非
破壊検査、金属等材料分野、農林水産資源を用いた機能性食品・機能性原料分野の研究で
実績を有し、さまざまな県内工業界（製造業）の振興を図るため、研究開発、地元企業の
技術支援などに取り組んでおり、研究開発や技術支援に必要な評価・分析機能を向上させ
るため、令和元年度は老朽化した機器の更新及び 新技術の機器整備を計画しました。
　老朽化した機器のうち、イオントラップ型高速液体クロマトグラフ質量分析システムに
ついては、これまで新規機能性物質の構造決定等研究上の多大な貢献を果たすとともに、
機能性成分の高感度分析にも利用しており、機能性を有する成分の同定や、未知成分の探
索などのニーズにも対応していくためには更新が必要です。また、燃焼式窒素／タンパク
質分析装置については、栄養学的にも重要な項目である食品や化粧品原料（農林水産
物）、加工食品等のタンパク含量の測定に用いているため、更新が必要です。
　セルソーターについては、大量の微生物／動物細胞集団の中から特定の性質を有する微
生物・細胞のみを自動分取する装置で、細胞の大きさや表面状態、タンパク質発現状態の
違いにより分離が可能であるため、醸造用微生物の育種や食品／コスメ（原料含む）の機
能性評価を効率的に行うためには当該装置の導入が必要となります。

【事業量】
　　イオントラップ型高速液体クロマトグラフ質量分析システム　１式、
　　セルソーター　１式、燃焼式窒素／タンパク質分析装置　１式

措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化措置 工業技術センター施設設備整備事業



導入機器の設置完了まで事業期間の設定理由

交付金事業に関係する主要政策・施策
佐賀県総合計画２０１９
　第３章－１　分野ごとの施策
　４　豊かさ好循環の産業　さが
　（５）企業立地・商工業
　③ ものづくり産業の振興
　【取組方針】
　　ものづくり産業の持続的成長のため、企業間連携や産学官連携、研究機関
　の利活用促進などを通じたイノベーションによるオンリーワンの高付加価値
　の新技術・新製品の開発や、県内企業が有する独自技術・製品の国内外への
　販路拡大・取引拡大に対する支援に取り組みます。

　⑤ 地域資源を活用した産業の振興
　【取組方針】
　　コスメティック構想の実現に向け、JCCの専門的知見やネットワークを
　生かした事業者支援により、国際取引や地産素材の活用をより一層促進し、
　コスメビジネスをさらに活発化させるとともに、コスメに特化した起業
　支援を行います。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度



うち経済産業省分

単位

活動実績

活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績 評価年度の設定理由

令和2年度の成果が集計可能となる次年度の令和3年度に評価を実施。

-

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

県内企業が
抱える技術
的な課題の

解決

28,116,720

63,918,720

63,918,720

28,116,720

交付金事業の総事業費
等

達成度

件

件

％

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

達成度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

平成29年度 平成30年度 令和元年度

4 8

活動指標

台

台

令和2年度の
各種機器の
利用開放件

数

－

3,000

－

評価年度 　令和3年度

成果実績

目標値

成果目標 成果指標

82,327,40028,116,720

3

4 8 3

100.0% 100.0% 100.0%

82,327,400

63,918,720 82,327,400

機器の導入

％



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県工業技術センター

佐賀県工業技術センター

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

イオントラップ型高速液体クロマ
トグラフ質量分析システムの購入 一般競争入札 有限会社　佐賀新興 63,030,000

燃焼式窒素／タンパク質分析装置
の購入 一般競争入札 有限会社　佐賀新興 6,531,800

セルソーターの購入 一般競争入札 佐賀正晃　株式会社 12,765,600

交付金事業の契約の概要



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業実施場所 佐賀県西松浦郡有田町黒牟田丙（佐賀県窯業技術センター）

交付金事業の概要

　窯業技術センターでは、約400年に及ぶ歴史を有する県内の陶磁器産業の振興を図るた
め、研究開発・地元企業の技術支援などに取り組んでいます。
　窯業技術センターにおいて、設備機器を整備することで、研究開発、試験・評価・分析機
能を充実し、県内中小企業への新技術の移転及び技術者の育成を促し、技術力や新製品開発
力を高め、もって地場産業の振興を図ります。
【事業量】
　変角度分光分析装置　1式
　試料切断加工機　　　1式
　モデリングマシン　　1式
　ＵＶプリンター　　　1式
　Ｘ線CTスキャナー　　1式
　3Dスキャナー　　　　1式
　FE-SEM　　　　　　　1式

番号

13

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

措置名 交付金事業の名称

企業導入・産業活性化措置 窯業技術センター施設設備整備事業



交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
佐賀県総合計画２０１９
　第３章－１　分野ごとの施策
　　４　豊かさ好循環の産業　さが
　　（５）企業立地・商工業
　　③ものづくり産業の振興
　　【取組方針】
　　　〇佐賀県経済をけん引するものづくり産業の持続的な成長を図るため、
　　　ものづくり企業における生産性の向上や企業情報の発信等とともに、
　　　技能・技術の伝承や人材育成により人手不足を解消します。
　　　〇ものづくり産業の持続的成長のため、企業間連携や産学官連携、
　　　研究機関の利活用促進などを通じたイノベーションによるオンリー
　　　ワンの高付加価値の新技術・新製品の開発や、県内企業が有する
　　　独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支援に
　　　取り組みます。
　　　〇陶磁器や家具をはじめとする伝統的地場産品については、時代の
　　　トレンドを捉えた顧客に選ばれる商品を持続的に生み出していくため、
　　　公設試験研究機関等の活用促進や顧客視点に基づく新商品開発など
　　　への支援に取り組みます。
　　　〇窯業技術を継承していくため、次世代を担う技術者育成に取り組み
　　　ます。
　　⑤地域資源を活用した産業の振興
　　【取組方針】
　　　〇クリエイター等とのネットワークを活かし、地域資源の更なる磨き
　　　上げや食と器といった地域資源の掛け合わせによる新しい価値の創出
　　　などの高付加価値化への取組、またこれらを活用したビジネス化への
　　　取組を支援します。



無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

令和3年度の成果が集計可能となる次年度の令和4年度に評価を実施。

ー

交付金事業の定性的な成果及び評価等

単位

県内企業が
抱える技術
的な課題の
解決

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標

導入機器の設置完了まで事業期間の設定理由

達成度

件、
時間

件、
時間

％

評価に係る第三者機関等の活用の有無

令和3年度の
各種機種の
利用件数
（開放機器
利用実績）

ー

4,800

ー

評価年度 令和4年度

成果実績

目標値



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成29年度単位

活動実績

活動見込

100.0%

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度平成30年度

5 7

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀県窯業技術センター

佐賀県窯業技術センター

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

モデリングマシンの購入 随意契約（取扱一店） （株）システム計装 8,683,400

73,966,200

73,966,200

20,839,680

20,839,680

28,053,756

28,053,756

活動指標

台

台

％

20,839,680 28,053,756 73,966,200

100.0%

機器の導入

4 5 7

4

達成度 100.0%

FE-SEMの購入 一般競争入札 日本電子（株）福岡支店 45,870,000

変角度分光分析装置の購入 一般競争入札 (有)佐賀新興 3,960,000

試料切断加工機の購入 一般競争入札 （株）ユーエスアイ佐賀営業所 2,893,000

ＵＶプリンターの購入 一般競争入札 中島商事（株）佐賀支店 4,840,000

Ｘ線CTスキャナーの購入 一般競争入札 北原商事（株） 3,784,000

3Dスキャナーの購入 一般競争入札 （株）オーピーティー 3,935,800



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀県

交付金事業実施場所 佐賀県佐賀市城内

交付金事業の概要

　佐賀県の各試験研究機関では、地域の課題に応じ、基礎的分野から応用分野に至るま
で幅広い試験研究を行うとともに、調査・相談業務や技術指導などを行っています。
　このような取組を行う事業体は他になく、県が事業を実施する必要がありますが、試
験研究活動を安定的に行うための分析等機器類や特殊機械の修理及び試験研究に使用す
る施設の維持補修費が不足しています。
　佐賀県内の試験研究機関施設等の原状回復及び機能を維持するために行う修繕その他
の維持補修費用に充てるための基金造成に、電源立地地域対策交付金を充当します。
【事業量】
　県内11の試験研究機関の施設の原状回復及び機能を維持するために行う修繕その他の
維持補修費用に充てるための基金造成

措置名 交付金事業の名称番号

14
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

佐賀県試験研究機関施設維持補修基金造成事業



交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：佐賀県総合計画2019
　第３章－１　分野ごとの施策
　３　人・社会・自然が結び合う生活　さが
　（４）環境
　④有明海の再生
　【取組方針】
○有明海における環境変化の原因究明を国に求めるとともに、海域環境の改善や水産資
源の回復に向けた種苗生産や放流、これらに関係する技術開発を国や漁業者との連携の
下に進めます。

　４　豊かさ好循環の産業　さが
　（２）農業
　①稼げる農業の確立
　【取組方針】
○生産現場が直面する課題を解決する新品種・新技術の開発・普及に取り組むととも
に、スマート農業などの将来を見据えた中長期的な視点による研究開発も推進します。
○人口減少に伴う労働力不足に対応するため、外国人人材の活用や農福連携などを含め
た労働力の確保と調整の仕組みづくりを行うとともに、AI・IoT等を活用した作業の省
力化や無人化の実証試験と現地への導入を推進します。

　（３）林業
　①魅力ある林業と活力ある木材産業の展開
　【取組方針】
○公共建築物等の需要に対応した製材品の生産供給体制を構築し、県産木材の安定供給
と利用拡大を推進します。



　（５）企業立地・商工業
　③ものづくり産業の振興
　【取組方針】
○ものづくり産業の持続的成長のため、企業間連携や産学官連携、研究機関の利活用促
進などを通じたイノベーションによるオンリーワンの高付加価値の新技術・新製品の開
発や、県内企業が保有する独自技術・製品の国内外への販路拡大・取引拡大に対する支
援に取り組みます。
○陶磁器や家具をはじめとする伝統的地場産品については、時代のトレンドを捉えた顧
客に選ばれる商品を持続的に生み出していくため、公設試験研究機関等の活用促進や顧
客視点に基づく新商品開発などへの支援に取り組みます。

（４）水産業
　①玄海・有明海における活力ある水産業の展開
　【取組方針】
○玄海において、藻場造成などによる水産資源の回復や養殖業の生産安定化、漁港施設
の整備などに取り組みます。
○有明海において、種苗放流などによる主要な貝類・水産動物の資源回復、漁港施設の
整備などに取り組みます。
　

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標



評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

10

9,000

5,000

件

達成度 ％

件

目標値 件

達成度 ％

単位

成果実績 件

単位

成果実績 件

目標値 件

達成度 ％

単位

成果実績

目標値

事業開始年度

事業期間の設定理由 佐賀県総合計画2019の終期まで

令和3年度

安定的な試
験研究活動

佐賀県窯業
技術セン
ターにおけ
る令和2年度
の依頼試験
数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県窯業
技術セン
ターにおけ
る令和2年度
の機器使用
数

令和4年度

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県窯業
技術セン
ターにおけ
る令和2年度
の研究課題
数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県工業
技術セン
ターにおけ
る令和2年度
の研究課題
数

成果目標 成果指標

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果実績

目標値

達成度

単位

件

件

％

評価年度

10

平成22年度 事業終了（予定）年度



評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

1,320

13

35

1,780

件

目標値 件

達成度 ％

単位

成果実績 件

目標値 件

達成度 ％

単位

％

単位

成果実績 件

目標値 件

達成度 ％

単位

成果実績 件

目標値 件

達成度

成果実績

佐賀県上場
営農セン
ターにおけ
る令和2年度
の研究課題
数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県農業
試験研究セ
ンターにお
ける令和2年
度の研究課
題数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県工業
技術セン
ターにおけ
る令和2年度
の依頼試験
数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県工業
技術セン
ターにおけ
る令和2年度
の機器使用
数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

交付金事業の成果目標
及び成果実績



評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

10

9

18

8

単位

成果実績 件

目標値 件

達成度 ％

％

単位

成果実績 件

目標値 件

達成度 ％

件

達成度 ％

単位

成果実績 件

目標値 件

単位

成果実績 件

目標値

達成度

安定的な試
験研究活動

佐賀県玄海
水産振興セ
ンターにお
ける令和2年
度の研究課
題数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県茶業
試験場にお
ける令和2年
度の研究課
題数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県畜産
試験場にお
ける令和2年
度の研究課
題数

成果目標 成果指標

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県果樹
試験場にお
ける令和2年
度の研究課
題数

交付金事業の成果目標
及び成果実績



14

9

7

評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

評価年度 令和3年度

％

件

達成度 ％

単位

成果実績 件

目標値 件

件

目標値 件

達成度 ％

単位

成果実績 件

単位

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県立九
州シンクロ
トロン光研
究センター
における令
和2年度の試
験課題数

成果実績

目標値

達成度

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県有明
水産振興セ
ンターにお
ける令和2年
度の研究課
題数

成果目標 成果指標

安定的な試
験研究活動

佐賀県林業
試験場にお
ける令和2年
度の試験課
題数

評価年度の設定理由

-

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

令和2年度の実績が集計可能となる次年度の令和3年度に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



うち文部科学省分

うち経済産業省分

活動指標

交付金事業の活動指標
及び活動実績

契約の相手方 契約金額

基金造成

622,626,553

交付金事業の総事業費等

総事業費

交付金充当額

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備考

282,146,921 149,414,604 191,065,028 622,626,553

282,146,921 149,414,604 191,065,028

交付金事業の評価課室
産業労働部ものづくり産業課、佐賀県窯業技術センター、佐賀県工業技術センター、農
林水産部農政企画課

積立 - 191,065,028

交付金事業の担当課室
産業労働部ものづくり産業課、佐賀県窯業技術センター、佐賀県工業技術センター、農
林水産部農政企画課

149,414,604

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法

191,065,028

平成29年度 平成30年度 令和元年度

282,146,921

282,146,921

100

149,414,604

149,414,604

100

191,065,028

191,065,028

100

基金積立額

活動実績

活動見込

達成度

単位

円

円

％

622,626,553

282,146,921



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第五次玄海町総合計画（平成28年度～令和7年度）
　基本目標３　　教育分野
　　施策３－１　子育て支援の充実
　　　項目２　　子育て支援の充実
　　　　保育の質と量を拡充するとともに総合的・計画的な子育て支援を推進します。

平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和７年度事業開始年度

第五次玄海町総合計画の終期まで事業期間の設定理由

番号

15

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町
佐賀県東松浦郡玄海町大字新田、平尾

交付金事業の概要

　玄海町では新次世代育成支援行動計画（前期）及び子ども・子育て支援事業計画（第１
期）に基づき、子育て支援に取り組んでおり、町内の公立保育所が運営する乳児保育・延長
保育・一時保育・育児相談等町内の公立保育所の運営に充てるための費用を施設型給付費と
して支払いを行っています。この運営に要する費用に交付金を活用することで保育の質及び
量を確保し、町内の保育所運営を円滑に行うことができます。
【事業量】
町内2箇所の保育所運営に必要な経費（施設型給付費）
（平成31年4月～令和2年2月　11か月分）

交付金事業実施場所

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町）施設・地域型給付費支給事業



交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

保育を必要
とする者へ
の施設型給
付費支給率

100％

成果目標 成果指標

達成度

％

％

％

保育を必要
とする者へ
の施設型給
付費支給率=
施設型給付
費支給者数
÷保育を必
要とする者

×100

100

100

100.0%

評価年度 令和２年度

成果実績

目標値



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成２９年度単位
活動実績
活動見込

％

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度平成３０年度

2,475 2,244

平成２９年度 平成３０年度

活動指標
人・月
人・月

129,649,110 119,708,810 105,001,080 354,359,000

93.7% 90.6% 89.7%

施設型給付費支給延べ人
数

2,451 2,243 2,013
2,616

令和元年度 備　考

達成度

94,258,000

120,749,500

120,749,500

100,056,500

100,056,500

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

玄海町役場住民課

玄海町役場住民課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
施設型給付費負担金 随意契約 玄海町 105,001,080

94,258,000



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第五次玄海町総合計画（平成28年度～令和7年度）
　基本目標6　　快適分野
　　施策6-3    上下水道の充実
　　　項目1　　水資源の利用と保全
　　　　良質で十分な水源を確保・維持します。

交付金事業実施場所

　平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和７年度事業開始年度

第五次玄海町総合計画の期間事業期間の設定理由

番号

16

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町
佐賀県東松浦郡玄海町一円

交付金事業の概要

　平成31年4月1日から令和2年2月29日
　水道施設の充実強化を図り、良質な水の確保・安定供給を行うため、水道施設の日常管
理・点検業務の委託事業に補助金を充当します。
１．水道施設数33箇所（浄水場、取水場、ポンプ場、追塩場、配水場等）
　1). 水道施設の設備を適正に運転するための運転監視業務
　2). 水道施設の設備を適正に運転するための保守点検（日常点検・定期点検）業務
　3). 送水ポンプ等機器分解整備業務
　4). 粒状活性炭吸着設備の保守（活性炭入替）業務
２．配水管末給水栓の残留塩素測定17箇所

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町）水道施設日常管理事業



交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

目標値としては、ph値以外の6項目は100%を達成しました。ph値は7.3～8.1となっており、目
標値の7.5程度に対し、±0.5を達成基準とすると、93.8%の達成率となりました。取水場や貯
水池、管路の状況等、日々の様々な条件の変化により、数値が微妙に上下しますが、すべて
の項目が基準値内であり水質的に全く問題はありません。今後もより安全で良質な水質確保
に努めて行きます。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

水質管理目
標設定項目7
項目の目標
値達成率

成果目標 成果指標

達成度

％

％

％

目標値達成
率＝目標値
達成回数÷
回数(208回)

×100

98.6

100.0

98.6

評価年度 令和２年度

成果実績

目標値



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成３０年度単位
活動実績
活動見込

％

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度

366

平成３０年度 令和元年度

活動指標
日
日

55,885,870

100.0% 100.0%
長倉浄水場の稼働日数

365 366
365

年度 備　考

達成度

25,000,000

25,000,000

25,000,000

25,000,000

27,732,870 28,153,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

玄海町役場生活環境課

玄海町役場生活環境課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

日常管理・点検業務委託 指名競争入札
水ingAM株式会社　九州支

店
28,153,000



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町）水道運営事業

番号

17

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町
佐賀県東松浦郡玄海町一円

交付金事業の概要

　玄海町は、地形や水源に恵まれないことから、水道施設を小規模地域で個々に設置してい
るため、多くの施設を有し、維持経費など多額の費用を費やしています。このため佐賀県電
源立地地域対策補助金を充当し、水道事業の充実強化を図ります。
【事業内容】
・職員3名分の人件費、11ヶ月分
・玄海町浄水場機械設備整備工事
　　長倉浄水場（混和池設備修繕、排水処理設備修繕）
　　値賀浄水場（汚泥移送ポンプ撤去・据付、濃縮槽汚泥攪拌機取替）

平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和７年度事業開始年度

第五次玄海町総合計画の期間事業期間の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第五次玄海町総合計画（平成28年度～令和7年度）
　基本目標6　　快適分野
　　施策6-3    上下水道の充実
　　　項目1　　水資源の利用と保全
　　　　良質で十分な水源を確保・維持します。

交付金事業実施場所



目標値達成
率＝目標値
達成回数÷
回数(208回)

×100

98.6

100.0

98.6

評価年度 令和２年度

成果実績

目標値

成果目標 成果指標

達成度

％

％

％

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

目標値としては、ph値以外の6項目は100%を達成しました。ph値は7.3～8.1となっており、目
標値の7.5程度に対し、±0.5を達成基準とすると、93.8%の達成率となりました。取水場や貯
水池、管路の状況等、日々の様々な条件の変化により、数値が微妙に上下しますが、すべて
の項目が基準値内であり水質的に全く問題はありません。今後もより安全で良質な水質確保
に努めて行きます。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

水質管理目
標設定項目7
項目の目標
値達成率



人件費 雇用 職員3名 18,713,004

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

玄海町役場生活環境課

玄海町役場生活環境課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
機械設備整備工事 指名競争入札 有限会社徳永工務店 9,570,000

18,500,000

18,500,000

交付金事業の契約の概要

28,283,004 28,283,004

100.0%
長倉浄水場の稼働日数

366
366

年度 備　考

達成度

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 年度

活動指標
日
日

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和元年度単位
活動実績
活動見込

％



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関する主要政策･施策：第五次玄海町総合計画(平成28年度～令和7年度）
　基本目標２　活力が向上するまち
　　基本施策２－１　農林水産業の振興
　　　項目４　水産業の充実・強化
　　　　計画的な漁業環境の整備と担い手の育成を進めます。

交付金事業実施場所

平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和７年度事業開始年度

第五次玄海町総合計画の終期まで事業期間の設定理由

番号

18
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町

佐賀県東松浦郡玄海町大字仮屋、今村

交付金事業の概要

　【概要】
　養殖場の底質環境の改善を図るため、仮屋漁業協同組合及び外津漁業協同組合で実施す
る、養殖漁場への海底浄化剤（クリアウォーター）の散布に対して事業費の２／３を補助す
る補助金に交付金を充当します。
【交付対象】
以下の海底浄化剤（クリアウォーター）の散布に係る費用
散布時期　仮屋漁協　６月、９月　　　　　　　　／　外津漁協　６月、10月
散布場所　仮屋漁協　魚類養殖漁場、畜養筏漁場　／　外津漁協　魚類養殖漁場
散布数量　仮屋漁協　12,200㎏　　　　　　　　　／　外津漁協　 4,600㎏

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町）海底浄化事業



単位

硫化物
0.2mg/g乾泥

以下

成果目標 成果指標

達成度

mg/g
乾泥

mg/g
乾泥

％

①仮屋湾海
底土硫化物
値＝仮屋湾
海底土調査
点4地点の硫
化物測定値
の合計÷4
②外津浦海
底土硫化物
値＝外津浦
海底土調査
点4地点の硫
化物測定値
の合計÷4

0.2

評価年度 令和２年度

成果実績

目標値



交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

令和2年度中に実施する底質調査結果及び、港勢調査の結果に基づき令和元年度事業の成果を
判定するため。なお、令和2年度中に再事業評価を実施する。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和２年度

養殖漁獲量
280トン

仮屋漁協港
勢調査にお
ける海面養
殖業水揚量
（トン）+外
津漁協港勢
調査におけ
る海面養殖
業水揚げ量
（トン）

成果実績 トン

目標値 トン 280

達成度 ％



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度

活動指標

2,520,000 2,520,000

56.8%

底質改良剤の散布量（仮
屋漁協・外津漁協の合
計）

16,800
29,600

備　考

達成度

2,520,000

2,520,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

玄海町役場農林水産課

玄海町役場農林水産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

海底浄化に係る事業費補助 補助 仮屋漁業協同組合 1,830,000

海底浄化に係る事業費補助 補助 外津漁業協同組合 690,000

％

kg
kg



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町）浜野浦の棚田振興事業

番号

19

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町

佐賀県東松浦郡玄海町大字浜野浦

交付金事業の概要

　浜野浦の棚田は、浜野浦川の河谷傾斜にひろがる海浜の棚田であり、平均傾斜は約1/7、耕
地面積は11.5ヘクタール(283枚)で、本町の西側に位置する仮屋湾の海岸まで延びています。
この浜野浦の棚田周辺を本町の観光資源の拠点として整備するため、土地利用や施設配置な
どの具体的な構想について住民参加型ワークショップ等で検討し、浜野浦整備基本計画を策
定しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第五次玄海町総合計画(平成28年度～令和7年度）
　基本目標2　活力が向上するまち
　　3　観光の振興
　　　1)既存資源の活用
　　　・自然や農林水産業の体験型や滞在型、住民との交流など、
        地域資源を生かした新しい観光の形を創出します。

交付金事業実施場所



計画策定後
観光客入込
客数/同前観
光客入込客
数×100(％)

10

評価年度 令和８年度

成果実績

目標値

125.0%

浜野浦の棚田振興に関す
る協議(打合せ)回数

5
4

達成度

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和７年度事業開始年度

成果目標 成果指標
第五次玄海町総合計画の終期まで事業期間の設定理由

達成度

％

％

％

活動指標
回
回

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
総合計画の終期後翌年度に評価するため

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

観光客入込
客数計画策
定前比10％

増

％



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

玄海町役場企画商工課

玄海町役場企画商工課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

計画策定業務委託
公募型プロポーザルによる
随意契約

ランドブレイン株式会社
福岡事務所

9,922,000

8,200,000

8,200,000

9,922,000 9,922,000

年度 備　考

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 年度

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第五次玄海町総合計画（平成28年度～令和7年度）
　基本目標６　　快適分野
　　施策６－１　道路・交通網・公園の充実
　　　項目１　　道路網の整備
　　　　安全で快適な生活道路を確保します。

交付金事業実施場所

　令和元年度 事業終了（予定）年度 令和４年度事業開始年度

事業に基づく工事完了予定年度事業期間の設定理由

番号

20

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町
佐賀県東松浦郡玄海町大字有浦下、田代

交付金事業の概要
安全で快適な生活道路を確保するため、町道2路線の改良に伴う測量設計業務を行いました。
　町道竹の下線　施工延長（Ｌ）＝160ｍ、幅員（Ｗ）＝5.0ｍ
　町道田代線　　施工延長（Ｌ）＝250ｍ、幅員（Ｗ）＝5.0ｍ

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（玄海町）町道竹の下線・田代線改良事業



交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績 評価年度の設定理由

事業を継続して実施し、終期予定の翌年度に評価するため

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

事業に基づ
く工事実施
率100％

％

成果目標 成果指標

達成度

％

％

％

活動指標
ｍ
ｍ

117.1%
測量・設計延長

410
350

達成度

工事実施率
(％)＝実施
数÷設計数

×100

100

評価年度 令和５年度

成果実績

目標値



総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費
等

令和元年度

27,872,900 27,872,900

備　考

町道竹の下線改良工事測量
設計業務委託

指名競争入札 新九州測量設計株式会社 12,322,200

23,000,000

23,000,000

交付金事業の契約の概要

町道田代線改良工事測量設
計業務委託

指名競争入札 株式会社原田設計 15,550,700

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

玄海町役場まちづくり課

玄海町役場まちづくり課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業実施場所 玄海町大字諸浦

交付金事業の概要

　施設型給付費は、子ども・子育て支援法に基づく制度の一つで、保育所等に対する財政
措置です。その施設型給付費のうち、当町に住所を有し、町内の2つの保育所に通う子ども
に係る施設型給付費支給に要する費用に充当するための基金を造成します。
【事業量】
施設型給付費9か年分（令和2年度～10年度）の支給に要する費用に係る基金造成

平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和８年度事業開始年度

基金造成事業の 終年度まで事業期間の設定理由

番号

21

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 玄海町

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第五次玄海町総合計画（平成28年度～令和7年度）
　基本目標３　　教育分野
　　施策３－１　子育て支援の充実
　　　項目２　　子育て支援の充実
　　　　保育の質と量を拡充するとともに総合的・計画的な子育て支援を推進します。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 施設型給付費支給事業（基金造成）



交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

基金処分を開始する令和３年度の実績が集計可能となる次年度の令和４年度に評価を実施
します。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

保育を必要
とする者へ
の施設型給
付費支給率
１００％

成果目標 成果指標

成果実績
保育を必要
とする者へ
の施設型給
付費支給率
＝施設型給
付費支給者
数÷保育を
必要とする
者×１００

評価年度 令和４年度

％

達成度 ％

目標値 ％ 100



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 備　考

達成度

活動指標
円
円
％

17,030,000 17,030,000

100.0%
基金造成額

17,030,000
17,030,000

17,030,000

17,030,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

玄海町役場企画商工課

玄海町役場企画商工課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
基金造成 積立 ― 17,030,000



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：第2次神埼市総合計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年度～令和9年度）
　基本方針②　市民の日常生活を支える商業・医療機能、買い物や通院等の
              利便性を高める
　　基本施策（3）　地域公共交通の充実
　　　　　　　・市民の日常生活に必要な地域公共交通の充実や確保維持、
                利便性向上にけた取り組みを進め、 適な総合公共交通体系を
                確立します。
　基本方針⑤　まちの誇りを育む教育・学習の充実と歴史・文化を継承していく
　　基本施策（1）　学校教育の充実
　　　　　　　・脊振地域で運行している通学バスについては、児童・生徒等の
                登下校時における安全確保を図るため、今後も継続的な運行が
                必要です。

交付金事業実施場所

番号

22
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 神埼市

神埼市脊振町一円

交付金事業の概要

　神埼市脊振町では、山間部（過疎地域）の保育園児、小学校児童及び中学校生徒の登下校
時における安全確保を図るため、また、当該児童・生徒等の保護者の負担を軽減することを
目的に、当該町内に3コースを設定し通学バスの運行事業に交付金を充当しています。
【事業量】
・通学バス3コース（脊振山麓線・倉谷線・鳥羽院線）
・午前2便、午後3便の運行（土曜日、長期休業中は、午前1便、午後2便）

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（神埼市）脊振町通学バス運行事業



交付金事業の成果目標
及び成果実績 評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

通学時にお
ける事件・
事故数0件

平成３０年度 事業終了（予定）年度 令和９年度事業開始年度

成果目標 成果指標

第2次神埼市総合計画の終期まで事業期間の設定理由

達成度

件

件

％

通学時にお
ける事件・

事故数

0

0

100.0%

評価年度 令和２年度

成果実績

目標値



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成２９年度単位
活動実績
活動見込

％

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度平成３０年度

10,442 9,627

平成２９年度 平成３０年度

活動指標
人
人

21,700,000 61,414,000

88.5 92.2 100.2
バス利用者数

10,442 9,627 9,643
11,797

令和元年度 備　考

達成度

4,400,000

4,400,000

4,400,000

4,400,000

19,660,000 20,054,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

神埼市役所総務企画部企画課

神埼市役所総務企画部企画課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
通学輸送業務委託 随意契約 昭和自動車株式会社 21,700,000

4,400,000

4,400,000



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

事業期間の設定理由 唐津市一般廃棄物処理基本計画の終期まで

番号 措置名 交付金事業の名称

23-1
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（唐津市唐津中部衛生処理センター維持運営
事業）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
唐津市一般廃棄物処理基本計画（平成28年度～令和12年度）
　生活排水処理基本計画
　基本方針　３　し尿等の適正処理の推進
　　　　　　　　し尿等の排出量や性状に応じた適正な処理体制を整備します。

し尿及び浄化槽汚泥処理量目標：中間目標　35,734KL（令和2年度）
          　　　　　　　　　　中間目標　31,162KL（令和7年度）
          　　　　　　　　　　計画目標　26,312KL（令和12年度）

事業開始年度 平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和１２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 唐津市
交付金事業実施場所 唐津市養母田

交付金事業の概要

唐津市では、唐津市一般廃棄物処理基本計画に基づき、持続可能な循環型社会の構築を目指
しており、生活環境の保全を実施する唐津中部衛生処理センターの維持運営にかかる需用費
（燃料費10か月分）に電源立地地域対策交付金を活用しました。
【事業実施期間】
　平成３１年４月～令和２年１月



交付金充当額 40,000,000 40,000,000 7,000,000

うち文部科学省分

総事業費 53,189,249 55,529,562 7,040,000 115,758,811

うち経済産業省分 40,000,000 40,000,000 7,000,000

交付金事業の総事業費
等

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成２９年度 平成３０年度

10

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

10
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和元年度

唐津中部衛生処理セン
ター燃料費の充当月数
（4月～1月使用）

活動実績 月 10 10 10
活動見込 月 10

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和３年度

し尿及び浄
化槽汚泥処
理量目標：
中間目標
35,734KL

し尿及び浄
化槽汚泥処
理量実績÷
中間目標×

100

成果実績 KL

目標値 KL 35,734

達成度 ％

評価年度の設定理由
中間目標と比較検証するため、実績値が確定する令和3年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等



交付金事業の担当課室 唐津市役所市民部生活環境対策課

交付金事業の評価課室 唐津市役所市民部生活環境対策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

燃料費 随意契約
佐賀県石油協同組合唐津支

部
7,040,000

交付金事業の契約の概要



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

23-2
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（唐津市ごみ処理場維持運営事業）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
唐津市一般廃棄物処理基本計画（平成28年度～令和12年度）
　ごみ処理基本計画
　基本方針　２　環境負荷の少ないごみ処理システムの構築
　　　　　　　　１　適正処理の推進
　　　　　　　　　　安定的かつ効率的な収集・運搬の実施、現在の中間処理施設によるご
みの資源化や減容化を進め、環境への負荷を低減します。
目標：ごみ排出(処理)量  中間目標36,600t（令和2年度）
　　　　　　　　　　　　中間目標35,666t（令和7年度）
　　　　　　　　　　　　 終目標34,826t（令和12年度）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 唐津市
交付金事業実施場所 唐津市北波多岸山

交付金事業の概要

唐津市では、唐津市一般廃棄物処理基本計画に基づき、持続可能な循環型社会の構築を目指
しており、生活環境の保全を実施する唐津市ごみ処理場維持運営にかかる人件費（給料7ヶ月
分及び期末・勤勉手当）及び需用費（燃料費及び電気料7ヶ月分並びに消耗品費、水道料及び
固化灰処分費10か月分）に電源立地地域対策交付金を活用しました。
【事業実施期間】
　平成３１年４月～令和２年２月



交付金充当額 109,549,500 109,176,500 188,908,000

うち文部科学省分

総事業費 169,062,985 173,064,007 220,017,624 562,144,616

うち経済産業省分 109,549,500 109,176,500 188,908,000

交付金事業の総事業費
等

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成２９年度 平成３０年度

10

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

7
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和元年度

ごみ処理場電気料
活動実績 月 10 10 7
活動見込 月 10

事業期間の設定理由 唐津市一般廃棄物処理基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和３年度

ごみ排出(処
理)量【ごみ
処理場分】
中間目標

32,536t（玄
海町除く）

ごみ排出(処
理)量【ごみ
処理場分】
実績÷中間
目標×100

成果実績 t

目標値 t 32,536

達成度 ％

評価年度の設定理由
中間目標と比較検証するため、実績値が確定する令和3年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

事業開始年度 　平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和１２年度



人件費 雇用 清掃センター職員等 30,175,551

燃料費

交付金事業の担当課室 唐津市役所市民部生活環境対策課

交付金事業の評価課室 唐津市役所市民部生活環境対策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

固化灰処分費 随意契約
（一財）佐賀県環境クリー

ン財団
104,114,538

随意契約

消耗品費 競争入札
（資）旭建材工業、タイキ
薬品工業（株）、（株）中

島薬品
16,389,750

水道料 随意契約 唐津市水道事業 29,892,332

佐賀県石油協同組合　唐津
支部

832,300

電気料 随意契約 九州電力(株) 38,613,153

交付金事業の契約の概要



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：第２次佐賀市総合計画
（平成２７年度～令和６年度）
基本計画１‐４　総合的な農業の振興
基本事業⑥　農業基盤の保全と適切な農地管理（用排水路の機能保全）
・農業の生産性を維持・向上させるため、無秩序な農地転用を防ぐとともに、農道や用排水
路の機能保全に努めます。また、集落内の生活環境の向上と共同作業への支援により、集落
全体で保全活動に取り組める環境整備を行います。

目標：農業振興地域における農用地区域面積　　１２，６１６ｈa（令和元年度）

交付金事業実施場所

番号

24

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀市
佐賀市大和町大字梅野

交付金事業の概要

　当該水路は、一級河川嘉瀬川にある井手原堰から取水し農業用水として利用されていま
す。また井手原堰から取水後１７ｍで国道263号を横断しています。この間は降雨時になると
取水口を止めても取水口を超えて水が流れ込みます。国道を横断して以降に水量調整用の排
水口は数か所ありますが、簡易的なものですので必要以上の水が水路及び圃場に入るため維
持管理に苦慮されています。
　この工事を行うことにより、降雨時には、水路の水を遮断できるため、水路の機能保全と
維持管理を安心してできる環境の整備を図ります。
・小型水門扉　１門　（鋼製ｽﾗｲﾄﾞｹﾞｰﾄ：幅1.00ｍ 高0.55ｍ、　鋼製付属施設：操作台、
付帯工：張ｺﾝｸﾘｰﾄ､河床保護）

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（佐賀市）井手原水路整備工事



交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
令和2年度の実績が集計可能となる令和3年度に評価を実施

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

用排水路の
機能保全に
係る維持管
理の軽減

　令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標
事業期間の設定理由

達成度

分

分

％

維持管理に
要した時間

延作業時間
÷回数

30

評価年度 令和３年度

成果実績

目標値



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和元年度単位
活動実績
活動見込

％

交付金事業の総事業費
等

令和元年度

活動指標
門
門

4,202,000 4,202,000

100.0%
　水門工事の進捗率

1
1

備　考

達成度

水門工事 指名競争入札 (株)田中鉄工所 3,520,000

3,093,000

3,093,000

交付金事業の契約の概要

付帯工事 随意契約 (有）松石建設 682,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀市役所北部建設事務所

佐賀市役所北部建設事務所

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第二次佐賀市総合計画（平成２７年度～令和６年度）
施策１　魅力ある観光の振興
人口減少により国内市場が停滞する中、多様化する観光ニーズを踏まえ、佐賀市ならではの
観光の魅力を高め、国内外からの誘客と消費拡大を図る。
このため、観光機能の整備、戦略的な観光プロモーション、市民等のおもてなし意識の醸
成、コンベンションの誘致に取り組む。
成果目標　佐賀市観光入込客数（宿泊客）75万人

交付金事業実施場所

　平成２７年度 事業終了（予定）年度 令和６年度事業開始年度

主要施策である第２次佐賀市総合計画の終期まで事業期間の設定理由

番号

25

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 佐賀市

佐賀市富士町一円

交付金事業の概要

・ＷＥＢ広告を中心に施設や関係イベントを広く広報する。
・老朽化したものや情報が古くなった観光案内看板の修繕を行う。
・花火大会等、人気のあったイベントを継続することで、温泉地の活性化および、観光客誘
致につなげる。
  以上の温泉地活性化推進事業の実施に係る費用について、補助を行いました。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 佐賀県電源立地地域対策補助金事業（佐賀市）温泉地活性化推進事業



交付金事業の成果目標
及び成果実績 評価年度の設定理由

広報事業の改善を図るために、翌々年度早期に評価を実施

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

佐賀市観光
入込客数
（宿泊）

成果目標 成果指標

達成度

人

人

％

佐賀市観光
入込客数

（宿泊）の
総数

750,000

評価年度 令和３年度

成果実績

目標値



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成３０年度単位
活動実績
活動見込

％

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度

2,000

平成３０年度 令和元年度

活動指標
人
人

9,280,000

80.0 60.0

古湯・熊の川温泉郷花火
大会の観客数

1,600 1,200
2,000

備　考

達成度

4,640,000

4,640,000

4,640,000

4,640,000

4,640,000 4,640,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

佐賀市役所経済部観光振興課

佐賀市役所経済部観光振興課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

温泉地活性化推進事業に係
る事業費補助

補助金
一般社団法人古湯・熊の川
温泉観光コンベンション連

盟（佐賀市）
4,640,000



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

公共施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

佐賀県電源立地地域対策補助金事業（伊万里市）市民センター改修事業

番号

26

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 伊万里市
伊万里市松島町

交付金事業の概要

　伊万里市民センター文化ホールは、建築されて26年以上が経過し、ホール及び楽屋等の空
調設備の老朽化が進行していたため、令和元年度中にホールについては冷暖房機を分解点検
整備することで長寿命化を図り、楽屋や盤室については、老朽化した空調機器を更新するこ
とで、利用者が安心して快適に施設を利用できるよう事業を実施しました。
(事業量）
文化ホールガス吸収冷暖房機分解点検整備　一式
文化ホール楽屋等空調改修工事　　　　　　一式

交付金事業実施場所



イベント毎
に月集計

し、利用者
数を算定し

ます。

33,670

評価年度 令和３年度

成果実績

目標値

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策・目標】
第6次伊万里市総合計画（令和元年度～令和8年度）
文化芸術・スポーツの振興
市民が各世代にわたり心身ともに健やかに、生きる喜びや楽しさ、安らぎや感動を感じなが
ら、充実した生活を送ることができる「まち」、
文化芸術やスポーツの振興により、様々な枠を超えた交流人口が増加する「まち」を目指し
ます。

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標
事業期間の設定理由

達成度

人

人

％交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
令和2年度の実績が集計可能となる次年度の令和3年度に評価を実施

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

令和２年度
文化ホール
利用者数
33,670人



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

伊万里市役所市民生活部市民センター

伊万里市役所市民生活部市民センター

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

文化ホールガス吸収冷暖房
機分解点検整備

随意契約（特命） 株式会社　菱熱 6,952,000

11,464,000

11,464,000

11,737,000

活動指標
箇所
箇所

11,737,000

100.0
空調改修工事の箇所数

6
6

備　考

達成度 ％

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度

文化ホール楽屋等
空調改修工事

指名競争入札 株式会社　岩野設備 4,785,000

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和元年度単位
活動実績
活動見込


